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障がい者が暮らしやすい地域づくりのための社会資源調査・地域診断事業（緊急雇用創出事業）

事業内容

障がい者が地域で安心して暮らしていくために、障がい福祉に関わる地域の社会資源の状況をきめ細かく把握し、障がい者やその家族に提供するなど、活用しやすい仕組みづくりが必要であることから、市町村単位で設置されている障がい福祉関係機関のネットワーク組織である地域自立支援協議会と連携し、新体系移行事業所のサービスの設置状況、サービス内容、その他就労・教育・保健・医療等の関係支援機関の情報の収集、データ整理、地域診断を行う必要がある。



　そこで、府内のモデル地域において、地域自立支援協議会の組織を活用し、情報収集機関の開拓から協力要請を含めたネットワークづくり、情報収集、データ整理、地域診断までの取組みを行うとともに、次年度以降の更新・地域診断を、各地域の地域自立支援協議会において円滑に取り組むために、必要な仕組みづくりをあわせて検討する。

実施方法

　コンサルティング会社又は大学等へ委託し、モデル地域の地域自立支援協議会事務局との連携のもと、以下の事業を行う。

　　○モデル地域の調査員による社会資源情報収集手法の検討及び関係機関への働きかけ

　　○地域調査員補助によるデータ収集及びデータ整理
　　○調査結果の関係機関への普及

　　○地域で継続して情報の更新・共有を行うための手法の検討

実施時期
　平成21年11月～平成22年3月（実施機関の公募は9月を予定）
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